
北海道告示第10540号

北海道が令和６年度において補助金等を交付する事務又は事業、補助対象経費、補助率等を次のとおり定める。

令和７年３月26日

北海道知事 鈴 木 直 道

（保健福祉部所管分 その38）

補助金等を交付する事 交付申請書に添付 実績報告書に添付 交付申請書の提出 補助金等の

務又は事業の名称及び 補 助 対 象 者 補 助 対 象 経 費 補助率等 すべき関係書類 すべき関係書類 部数、提出期限及 交付に関す 摘 要

その目的又は趣旨 び提出先 る権限の委

任

１ 地域医療勤務環境改 提出部数 正副２部

善体制整備等事業 提出期限 別に指示す

医師の労働時間の短 る日

縮など勤務環境改善を 提 出 先 保健福祉部

図ることを目的として、 地域医療推

予算の範囲内において 進局地域医

補助する。 療課

(1)地域医療勤務環境 次のいずれかを満たす医 医療機関が作成した「医師労 ２分の１以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式

改善体制整備事業 療機関（ただし、地域医療 働時間短縮計画」に基づく総合 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式

体制確保加算を取得してい 的な取組に要する次に掲げる経 （寄附金その 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式

る場合を除く。）なお、地 費（施設・設備整備、タスクシ 他の収入金が 保福第１の20号様式 保福第32号様式（施

域医療勤務環境改善体制整 ェアリングに伴う医療専門職雇 あるときは、 保福第１の32号様式 設整備の場合）

備特別事業を実施している 用等） 補助金等の額 （申請者が地方公共 保福第33号様式（設

場合であっても、対象とす の算定に当た 団体である場合又は 備整備の場合）

る。 り、当該寄附 施設整備の場合を除 別に指示する様式

金その他の収 く。）

１ 救急医療に係る実績と 入金の控除等 保福第32号様式（施

して、救急用の自動車又 を行う。） 設整備の場合）

は救急医療用ヘリコプタ 保福第33号様式（設

ーによる搬送件数が、申 備整備の場合）

請年度前年の４月～３月 別に指示する様式

の１年間で1,000件以上

2,000件未満であり、かつ

地域医療に特別な役割が



ある医療機関

２ 救急医療に係る実績と

して、救急用の自動車又

は救急医療用ヘリコプタ

ーによる搬送件数が、申

請年度前年の４月～３月

の１年間で1,000件未満の

医療機関のうち、次のい

ずれかに当てはまる医療

機関

(1)夜間・休日・時間外入

院件数が、申請年度前年

の４月～３月の１年間で5

00件以上であり、かつ地

域医療に特別な役割があ

る医療機関

(2)離島、へき地等で、同

一医療圏に他に救急対応

可能な医療機関が存在し

ないなど、特別な理由の

存在する医療機関

３ 地域医療の確保に必要

な医療機関であって、次

のいずれかに当てはまる

医療機関

(1)周産期医療、小児救急

医療機関、精神科救急等、

公共性と不確実性が強く

働く医療を提供している

場合

(2)脳卒中や心筋梗塞等の

心血管疾患の急性期医療

を担う医療機関であって

一定の実績と役割がある

場合など、５疾病６事業

で重要な医療を提供して

いる場合



４ その他在宅医療におい

て特に積極的な役割を担

う医療機関

(2)地域医療勤務環境 次のいずれかを満たす医 医療機関が作成した「医師労 ２分の１以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式

改善体制整備特別事 療機関のうち、病床あたり 働時間短縮計画」に基づく総合 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式

業 の医師数を一定数以上確保 的な取組に要する次に掲げる経 （寄附金その 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式

し、あるいは幅広い症例に 費（施設・設備整備、タスクシ 他の収入金が 保福第１の20号様式 保福第32号様式（施

対応するための多領域の診 ェアリングに伴う医療専門職雇 あるときは、 保福第１の32号様式 設整備の場合）

療科を設置した上で、病院 用等） 補助金等の額 （申請者が地方公共 保福第33号様式（設

としての指導体制を整備し、 の算定に当た 団体である場合又は 備整備の場合）

基本的な診療能力に加え、 り、当該寄附 施設整備の場合を除 別に指示する様式

最新の知見や技能又は高度 金その他の収 く。）

な技能を修得できるような 入金の控除等 保福第32号様式（施

医師を育成する医療機関と を行う。） 設整備の場合）

して、知事が認めるものと 保福第33号様式（設

する。なお、地域医療勤務 備整備の場合）

環境改善体制整備事業を実 別に指示する様式

施している場合であっても、

対象とする。

１ 地域医療に特別な役割

を担う医療機関のうち、

基幹型臨床研修病院又は

基本19領域のいずれかの

領域における専門研修機

関施設であって、「一般

病床の許可病床数100床あ

たりの常勤換算医師数が4

0人以上」かつ「常勤換算

医師数が40人以上」の医

療機関。

２ 地域医療に特別な役割

を担う医療機関のうち、

基幹型臨床研修病院かつ

基本19領域のうち10以上

の領域において専門研修



機関施設である医療機関。


